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労働 ・生活条件向上を通じた人的資源管理の概念と方向性

2007年ILO総 会報告書 「持続可能な企業」の視点を参照しつつ

栗 山 直 樹

1.グ ローバ ル化 とデ ィー セン トワークの促進

2004年2月 に発表 され た 「グローバ ル化の社会 的側面 についての世界委員会」報告書 は,グ

ローバル化における社会的な負の側面 を国際社会が どの ように対処すべ きかを,国 際機関の中で

労働 問題 を中心 とする社会的問題 を主管するILOと しての方向性 を示す ものであった1)。この報

告書 は,1999年 のシア トルでのWTO会 議でのグローバル化 に対 しての国際社会の不協和 を受け

て,社 会 開発 についての独 立 した立場 に立つ世界賢人会議 ともい うべ きものをILOが2002年 に

設置 し,2年 の審議を受けて発表 されたものである。この報告書の結論 は,グ ローバル化の果実

が世界 の人々の生活 に十分 に行 き渡 っていないことを指摘 し,公 正(fare)で 差別のない包摂的

な(inclusive)グ ローバル化のために,政 府 をはじめ全 ての主体者が努力すべ きであることを提

唱 している。そ してその方向性 を示す言葉 と してILOが 使用す るデ ィーセ ン トワーク(Decent

Work)の 世界 的な推進 を支持す るもの となっている。

この報告書 は2004年12月 の国連総会 で採択2)さ れ,国 際社会 の共通認識 と認 め られ,さ らに

2005年 の国連サ ミッ トで国連 ミレニアム開発 目標 の重要 な要素 として位置づけ られた。 また,

2006年7月 の国連経 済社会理事会(ECOSOC)で 各 国際機 関がデ ィーセ ン トワークを諸活動の

目標 として含 める大 臣級宣言を採択 した。そ して,2006年8月 に国連事務総長が国連 開発 目標 の

1で あ る貧困削減 に,す べての人 に対する生産的な完全雇用 とディーセ ン トワークを付加す るこ

とを提唱す るに至 る。 このように報告書に端 を発するデ ィーセ ン トワークに対す る国際社会の認

識は矢継 ぎ早に広がることとなった。

デ ィーセ ントワーク概念 は労働生活 における人 々の願望 を要約 した ものである。それは機会 と

所得 に対す る願望,権 利 と表現 と承認 特 に,人 々が不安や心配 を表現する自由,自 分たちの生

活 に影響 を及ぼす決定 に団結 して参加すること,そ して,職 場における保障 と家族に対する社会

的保護 個人 としての能力 開発 と社会的統合へ のよ り良い見通 し,全 ての男女のための機会 と待

1)JenkinsH.,LeeE.andRodgersG(2007),Thequestforafairglobalizationthreeyearson:Assessingthe

impactoftheWoyldCommissionontheSocialDimensionofGlobalization,InternationalInstituteofLabour

Studies,DiscussionPaper,Geneva.

2)UNResolutionA/RES/59/57
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遇の平等 を意味する3)。

このディーセ ン トワークの推進にあたって,ILOは4つ の戦略 目標 を設定 している。す なわち

①労働 における権利,② 雇用,③ 社会 的保護,④ 社会対話(ソ ーシャル ・ダイアローグ:政 労使

の三者 を中心 とす る対話で労使関係に代わる用語)で ある。

この4つ の戦略 目標 は相互依存性 と補完性 を持つ ものであ り,デ ィーセ ン トワークを構成す る

主要領域 とされる4)。以降 各国 ごとにデ ィーセ ン トワ0ク を推進するカン トリー ・プログラム

などが展 開されてゆ く。そ してこの4つ の戦略 目標 の うち,② の雇用の創 出の重要性への強調 と

そのための企業開発 について新 たな視点での アプローチが芽生 えて くるようになった。

2007年 のILO総 会 において,「 持続可能 な企業sustainableenterprise」5)を 一般討 議のテーマ

として議論 されたのは非常 に画期的なことであった。 この会議では,従 来の国際労働基準の適用

促進 と国際的労働者保護への重点に加 え,そ のための雇用創 出 と企業開発がなければそれ らが現

実的ではない との視点か ら,持 続可能な企業 の生産性向上 と競争力強化 の要因について審議がな

された。 このことはILOの 企業開発 についての新た なアプローチ を示す象徴 的な出来事 であっ

たといえる。

2.持 続可能な開発と企業

企業開発 におけるアプローチはます ます外部環境 を重要な要素 としてあげるようになってい る。

2007年ILO総 会報告書で,企 業開発 にお けるアプローチの推移 について次の表の ように示 して

いる。

表1企 業開発におけるアプローチの進展3つ のパラダイム

パ ラダイム1 パ ラダイム2 パ ラダイム3

企業 レベルに焦点をあてた対応 自律促 進的環境 の付加

(Plustheenablingenvironment)

競争力

ビジネス開発サービス

金融支援

ビジネス開発サービス

金融支援

ビジネスの自律促進環境

ビジネス開発サービス

金融支援

ビジネスの自律促進環境

投資環境

貧困層の市場化(MMW4P)

バリューチェーン

(資 料)ILO,(2007),Thepromotionofsustainableenterprises,ReportW,InternationalLabourConference,96thsession,

2007,p.22.

3)デ ィ ー セ ン トワ ー ク の 概 念 の 要 約 に つ い て は,ILO本 部 とILO東 京 駐 日 事 務 所 の ウ ェ ブ サ イ トに よ っ た 。

http://www.ilo.org/global/About _the_ILO/Mainpillars/WhatisDecentWork/sang--en/index.htm及 びhttp://

www.ilo.org/public/Japanese/region/asro/tokyo/downloads/dc2.pdf

4)元 ナ イ ロ ビ 大 学 の 教 授 で,そ の 後UNRISDで 勤 務 し,そ の 後,ILOの ソ マ ビ ア 事 務 局 長 が デ ィ ー セ ン ト

ワ ー ク の 概 念 を 打 ち 出 す 際 の 諮 問 委 員 で あ っ たDharamGhai氏 の 説 明 よ る 。DharamGhai(2005),Decent

Work:UniversalityandDiversity,DiscussionPaper,InternationalInstituteforLabourStudies,Geneva.

5)IL4(2007},Thepromotionofsustainableenterprises,ReportVI,InternationalLabourConference,96`h

session,2007.
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企業 の開発 については,パ ラダイムが新 しい段 階に移行 しつつあると考 えられている。経済発

展 の基礎である企業 を開発す るために,パ ラダイム1で は,企 業の内部に焦点 をあてた種 々のビ

ジネス開発サー ビスや金融サ ービスの提供に重点が置かれていた。パラダイム2の 世代 になると,

企業そのものだけを支援 して も限界があることか ら,企 業の外の状況 を好 ましい状態にす ること

が大 事 であ る と して,企 業 が 成 長 で き る環境 整 備 に焦 点 が あ て られ た。 これ をBusiness

EnablingEnvironmentと 呼 んでい る。そ して,第 三世代の考え方 は,マ クロ的状況が企業 の投

資に好 ましい ものか どうかが重要である としてい る。つま り大企業が成長 し続 けるためには,一

部の豊かな層 のみを市場 とするのでな く,貧 困層 まで行 き渡る公正で全部 を包み込む市場 を作 ら

なければならない とい う考 え方である。(MakingMarketWorkforthePoor:MM4Pと 略 され

ている)。 この ような公正で差別 のない市場 を作 り出す こ とが,企 業 を開発 してゆ く上で重要 だ

とされている。 さらに,そ のバ リューチェーンは世界 に広が り,企 業開発のためには世界 の市場

や経済が公正で格差のない ものになっていかなければならない ことが指摘 されている。 この新 し

い企業モデルを持続可能な企業sustainableenterpriseと して位置づ けているのである。

この 中で パ ラ ダイ ム2へ の 推移 に あた って,自 律 促 進 的環 境 の付 加(Plustheenabling

environment)が 指摘 されてい るが,こ こには企業が立地する地域 コミュニティーの状況が大 き

く影響する と考 えられる。ビジネス拠点に近接す る地域 コミュニティーは,企 業 にとってサプラ

イサイ ドととともに,デ マ ン ドサ イ ドの双方 に大 きな影響 を与 えている。 まず,需 要面 において

は,通 常,顧 客や市場の相 当部分が地域 コミュニティーに存在するであろうし,サ プライサイ ド

において も人的資源,設 備や材料,金 融資源 に至 るまでビジネスが立地す る地域 コミュニテ ィー

の状況 に大 きく依存 している。

このことか ら企業は,よ り良い顧客や市場 に焦点 をあて,人 的資源やインフラな どの所与の資

源が優位に働 く場所 を選んで立地 し,ま た移動することになる。そのため立地後はビジネスの可

動性 におけるマイナス要素に対 して大 きな圧力がかかることにな り,長 期間にわたる企業の社会

的存在が大 きな関心事 となるのである。 このことが,欧 州連合 における欧州労使協議制における

発展や,社 会的影響 を考慮 したリス トラの促進 などにつながっている。

この ように地域 コミュニテ ィー と企業のつなが りは強 くなる方向にあるが,そ のつなが り方 は,

一旦企業が立地 して しまうとその後は受動的にな りがちである
。地域 の状況が企業 に大 きな影響

を与 え,企 業側が地域 の状況 を変えるとい う発想 は考えに くい状況 にあった。 しか し,地 域 のビ

ジネス環境 が企業の競争力に大 きな影響 を与 え,む しろその ような外 部環境 のほ うが決定的影響

を与 えるのであれば,当 然 企業側か ら地域 コ ミュニテ ィーの環境 特 に企業の需給条件 を決定

す る生活条件(livingconditions)の 向上に積極的に(proactive)寄 与す るとい う方向性が生 ま

れて くる。

また,企 業の内部状況 と考え られる従業員の労働条件(workingconditions)に おいて も,地

域 コミュニティーなど外部の環境 に大 きく影響 を受ける。例 えば賃金水準は,地 域の生活条件や

労使関係 という要素に大 き く影響 を受ける。 日本の高度成長期の事例 を考えてみて も,明 らかで
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図1企 業 と地域 コミュニテ ィーの人をめぐる相互関係

(内部ステ墜 桑一ルダー)□(外 部隻肇 薪 ダー)
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ある。つ ま り,春 闘にお ける賃上 げ水準 は,ま ず一定の経済部門(長 く金属 関係 の産業部門)が

リーディングセクター とな り,全 国的な物価動向を含 む生活条件,そ れに企業収益 を考慮 して大

枠が決め られ,こ の水準が他の部 門や中小企業の賃金水準に影響 を与える。その大枠か ら,地 域

性や職域 の特殊性 を考慮 して各 コミュニテ ィーの賃金水準が形成 されるのである。 この賃金の標

準化 は大 きく個別企業の労働条件決定 に影響 を与 える。 このように して,地 域の生活条件が個別

企業の賃金水準 に大 きく影響 を与 え,こ の賃金水準が労働条件 の中心 的存在 だったのである。

しか し,こ の生活条件 と労働条件 の関係 に大 きな変化が生 じつつある。個別企業の労働条件は

内部の人的資源に大 きな影響 を与 えるばか りでな く,コ ミュニティーの生活条件 に大 きな影響 を

与え,相 互関係が生 じつつある。個別企業 の労働条件 は,従 業員の家族 に大 きな影響 を与え,地

域に存在す るビジネスの関係者や地域全体 の居住者,そ してもっと大 きな範囲における生活環境

へ大 きく影響 を与 えることが意識 されるようになった。それと同時に,労 働条件の中核 は賃金の

みではな く,職 業上の健康 と安全 チ ャイル ドケア,家 族への配慮,ス トレスマネジメン トやセ

クシ ャルハ ラスメン トに対す る対応,臨 時貸付 まで大 きくその対象範囲 を広 げているのである。

図1は,人 をめ ぐっての企業 と地域 コミュニティーの関係 を表 している。企業 はビジネスを通

じて,地 域 に居住する人たちに労働 の場 と労働条件 を提供す る。企業か ら見 ると,従 業員は内部

ステークホールダー と考え られる。そ して,地 域 コミュニティーは,労 働者 に生活者 として生活

条件 を提供する。企業 として生活者や消費者 は外部ステークホール ダーとみなす ことがで きる。

この ように企業 と地域 コミュニティーは人を仲介 として相互関係 にある。また,人 は生活条件 と

労働条件 を共有 してお り,内 部 と外部のステークホール ダーとして相互 に影響 しあっている。先

述 したように,今 までは生活条件が労働条件 を決める とい う方向に傾斜 して きたのである。それ

が新 しいアプローチで は,労 働条件 を変えることによって生活条件 を変えてゆ くとい うアプロー

チ をとりつつある。人の管理の重心が外 部ステークホールダーの状況 を考慮する方向に移 りつつ

あることを図1は 示 している。
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ワーク ・ライフ ・バランスの強調は一つの典型事例 である。 この施策 は,従 業員の個人生活 を

重視 したものであ り,労 働条件 を変えることによって,生 活条件の充実 を図 り,労 働の質を高め

ようとす るものである。特に女性労働者 は,こ れによ り労働生活に入 りやす くな り,そ のことに

より所得 を創 出 して,地 域内の消費活動の活発化につなが り,企 業 と地域 コミュニティーの共生

関係 を高めることになる。

エ ンプロ イヤ ビリテ ィー(employability)増 大の強調 も,い か に して労働 条件が コ ミュニ

ティーにおける生活条件 にプラスの影響 を与 えるかの好事例 として挙 げられる。技能開発は所得

水準 の大 きな決定要因であるがゆえに重要な労働条件 と考え られるが,労 働市場 における技能の

適用可能性 は,労 働条件 を決 める労働者 の交渉力 を高め るもの となる。同時 に,地 域 コ ミュニ

ティーは,労 働者が獲得 した技能を広 い範囲で活用する可能性 を高め ることになるのである。 も

ちろん企業 に とっては,せ っか く技能を身につ けた労働者が離職 してゆ くリスクをもつ ことにな

るが,外 部労働市場か ら適正 な技 能労働者 を採用で きる可能性 も高ま り長期的な利益 につながる

のであ る6)。

この ように,労 働条件 と生活条件 は相互に互恵関係 にある。企業が労働条件向上 を通 じてこの

互恵関係の上昇スパイラルをた どってゆ くように期待 され,企 業 もそれを理解 し実践す る段階 に

至 っている といえよう。

3.労 働条件と生活条件の関係についての諸見解

3.1経 済発展 と労働 ・生活条件

国の発展過程 における労働条件 と生活条件 については,経 済開発 の理論 の中で長年議論 されて

きてい る。 しか し,企 業 やビジネス と労働 ・生活条件 については比較 的新 しいテーマである と言

え,CSR(企 業の社会的責任)の 議論 の高 まりとともに大 きく取 り上げ られるようになった。

サイモ ン ・クズネ ッツによる 「トリックル ・ダウン(Trickledown)」 仮説7)では,経 済成長

の初期段階では所得格差が増大す るが,や がて経済成長の成果が貧困層 に及び,経 済格差 は解消

される と論 じた。 しか し,こ の仮説 には反論 も多 く,多 くの実証 的研 究が経済成長 と不平等の間

に有意な相 関関係が ないことを論 じている し,む しろ一旦,所 得 の不平等 に陥って しまうと,か

えって経済の停滞 か ら抜 け出せ な くなる傾向が指摘 されている。

新古典派経済学 では,生 活水準 の源泉である賃金 は市場の需給 レベルで決め られなければな ら

ない と主張する。 もし賃金が他の要 因によって規制 されるならば,労 働需給のバ ランスが壊れ,

失業 を生 じさせ ると主張す る。 このことか ら規制緩和や民営化が提唱 され,新 自由主義的政策が

6)Rogovsky&,Sims(2002),Corporatesuccessthroughpeople:Makinginternationallabourstandardswork

ノわ7ツo〃,ILO.

7)Kuznets,S.(1955),"EconomicGrowthandIncomeInequality",AmericanEconomicReview,XLV(1)

March,pp.1-28.
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導 き出される。 この考え方の提唱者 とされる ミル トン ・フリー ドマ ンは,企 業の唯一の社会的責

任は,ル ールに則す ることを前提に,オ ープンで 自由な競争 を前提 に利益 を追求することで実現

されると主張 している8)。しか し,こ の考 えもまた,近 年特 に大 きな疑問が投 げか けられている。

ア ングロサクソン型資本主義 に対す る批判や世界 的な格差拡大や貧 困層 の拡大が深刻化す るにつ

れ,代 替的思潮が大 きくなっている。

表2は,2001年 にWBCSD(持 続可能な発展のための世界経済人会議)が 提示 した考 え方で,

市場が生活条件 を高め,持 続可能 な発展 にどの ように役立つか を示 した ものである。新たな状況

に対応する市場 を活性化す ることに より,富 の創造 と競争を通 じた最適化が可能 にな り,消 費者

の選択の幅 を広 げ,新 たなイノベーシ ョンを起 こ し,持 続可能な発展 を可能 にす るとい う考え方

である。

この考え方 は,日 本の経済界のCSR活 動の発端 となった といわれる2003年 の経済 同友会 の企

業 白書9)で,「 市場 の進化」に対応 した経営 を提唱 した考 え方 と軌 を一 にす るものである。

表2ど のように市場が生活を向上させ,持 続可能性を実現するのか

富の創造

政治的に民主的で,社 会的な価値が行き渡っていれば,

市場システムは,全 ての人のための経済的成長と繁栄

を保障する最善の見通しをもたらすことができる。市

場 システムは,分 散 を速め,現 実的で変化可能なもの

であり,自 由な企業の創造的ダイナミズムにつながっ

てゆく環境をつくる。一旦市場が動 き出せば,賢 明な

企業家,労 働者,所 有者,ひ いては社会全体に対 して,

平等にしかし相互に相違する利益を創造することがで

きる。

競争

オープンな市場は競争をもたらす。それはビジネスが,

商品とサービスを提供するにあたって,資 源を効果的

に使おうとさせるために重要な役割を果たす。市場に

おける競争はビジネスと社会が,人 々のニーズがより

持続可能な解決に十分に合うように理解 し試すために

重要である。

選択

民主的社会を基盤にし,透 明性がある市場は,ど のよ

うにしたら生活の質を最 も高めることができるかを選

ぶ自由を消費者に与えることができる。この件に関 し

てWBCSDの ステークホールダー ・ダイアローグで

は,何 が生活の質を構成 し,何 が私達の生活を最 も向

上させるのかを,我 々が一人の人間として判断するこ

との重要性 を強調 している。

イノベーション

もし私達が私達の生活をもっと持続可能なや り方で生

きようとするなら,私 達のニーズ と欲求を満たす新た

な方法を見出す必要がある。新 しいことを新 しいや り

方で行 うと同時に,古 くか らあることを新 しい方法で

行 うや り方を発見 しなければならない。市場は,人 々

のニーズ と欲求が最 も効率的に満たすことができるよ

うなアイデアを試 し,報 いることを促進することによ

り,知 恵を解き放つのである。

出 典:C.HollidayandJ.Pepper,Sustainabilitythroughthemarket:Sevenkeystosuccess(Geneva,WBCSD,2001),p.7.

当然 この考 え方の中には,消 費者の生活の向上にお ける所得向上 などの経済的側面のみの価値

観 から,環 境や社会的な価値観 による消費行動が生 まれている との認識を基礎 に置いている。 し

か し,長 期 的には この ような市場 による調整が期待 されるものの,そ の過程 において市場 による

種 々の問題が生 じることか ら,公 的利益 にたった公共政策の必要性が認識 されて きた。

8)FriedmanM.{1962),CapitalismandFreedom,UniverityofChicagoPress.

9>経 済 同友会(2003),『 「市場の進化」 と社会的責任経営 一構i築 と持続可能 な価値創造 に向けて』,第15回 企

業 白書。
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金銭的基準以外の要素 を含 んだ複合的 に構成 されてい る生活条件は,適 切 な規制や公的介入に

よって維持 向上が可能 とな り,そ の ような施策の実施 によ り,所 得の上昇圧力がむ しろ弱 まると

す る議論 もある。その他,市 場の失敗 による法的履行 な どの公共財の欠如,寡 占などの力の乱用,

公害 などの外部の阻害要因,保 険市場のような情報の非対称性の問題が生 じる。 この ような市場

の失敗や不平等 に対処 し,生 活条件 を向上 させ るために,制 度的な介入が必要であることが指摘

されて きたのである。 コミュニテ ィーにおける生活条件 は,市 場の質 と大 きさを形成 し,そ のコ

ミュニテ ィーか ら採用することになる労働者の質 と供給量 を決定するのである。 これ らは企業の

成長に決定的な要素 となる。

公共政策の ほかに,伝 統 的な制度的介入策 として労使関係があげられ る。労使 関係 は賃金交渉

にあたって大 きな影響 を及ぼ し,所 得水準を決めるのに主要 な役割 を果た してきた。労使に よる

団体交渉 を通 じた労働条件交渉 は多 くの国で基本的な制度 となってお り,産 業 と社会的平和 に大

いに貢献 して きた。結社 の自由と団結権 に基づ く労使関係 は普遍的で基本的な仕事 における権利

となってい る。団体交渉 と争議の解決は,地 域 コミュニティーの生活条件 と労働条件のギャップ

を埋め,公 正な分配 に大 きな貢献 を及ぼ した。

この労使関係 は社会正義 に基軸 をおいた企業活動の外部環境 において大 きな役割を果た して き

た。適切な労使 関係 によ り,互 酬性の規範が形成 され,双 方の協力 を促進 し,ひ いては社会的効

率 を改善する。外部環境の改善か ら企業内部の労働条件の改善に影響 を与える要素 として機能 し

て きた といえる。 しか し,労 使の企業経営に関する非対称的な情報 によって,交 渉の結果の賃金

水準が市場 の需給 レベルを反映 していない場合が考 えられ る。 また賃金水準が企業の労働生産性

や競争力 に大 きな影響 を与 えるため,企 業 レベルで柔軟 性をもった労使 関係 を追及す る傾向が大

き くなった。その上,組 織率の低 下などもあ り,労 働条件決定 における集 団的労使 関係の役割 は

低下 して きた ことは否めない。

その結果,人 的資本形成の観点か らの労働条件の決定が重視 されるようになった。 旧来は労使

関係 によって生活条件 を含 む外部要素が,企 業 内部の労働条件 に大 きな影響 を与 えていたが,そ

れに加 え企業の生産性 と競争力 を高めるために労働 条件 を決定 し,さ らにそれが地域 の生活条件

に影響 を与 えることが期待 されるようになったといえる。いわば社会 関係 資本の形成 と人的資本

形成 を同時に実現する人的資源管理が重要であると認識 されるようになったのである。

3.2EUに お け る生 活 ・労 働 条件 に関 す る見解

ビジ ネス の社 会 にお け る役 割 は,古 くか ら追 及 され て きた テーマ で あ るが,比 較 的最 近 にな っ

てか ら,欧 州 連合(EU)で の取 り組 みの活 発化 が 見 られ る!0)。 これ は持 続 可能 な経 済発 展 をめ ざ

す 欧 州社 会 モ デル(ESM:EuropeanSocialMode1)を 探 る動 きで あ る11)。EUは,生 活 ・労働 条

10)ジ ョルジュ ・セ イル(2007),「EUに お けるCSRと 雇 用 」松 本恒雄 ・杉浦保 友編,『 企業 の社 会 的責任:

EUス タデ ィーズ4」 勤草書房132-136ペ ー ジ。
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件改 善のた めの欧州財 団(EuropeanFoundationfortheImprovementofLivingandWorking

Conditions)を 創設 し,ア イル ラン ドのダブリンに事務局 を置 き活動 を している。欧州 レベルで

よ り良い労働条件 と生活条件 の向上 を活動の 目的 としている。その焦点は,国 家 レベル とい うよ

りは,地 域 コミュニテ ィーレベルにおけるビジネスの影響 にある。企業が活動拠点を持つ地域 に

おける労働条件 と生活条件に視点を置いている12)。

2001年 の欧州委員会 によるグリー ンペ ーパーでは,「 訓練,労 働条件,労 使関係の ような社会

分野における法的義務 を超 えた取 り組みは,生 産 性に直接 的な影響 をもっている。 これは管理の

方法を変えるもの とな り,競 争力の向上 と社会開発 を両立 させ る道 を開 くものである」 と指摘 し

てい る。CSRと 生活 ・労働条件の向上 に関す るEUの 問題意識 は,当 初,地 域 コ ミュニテ ィー

における企業の リス トラのマイナスの影響 に重点が置かれていたか,議 論 は地域 にお ける全体 的

生活 ・労働条件や,サ プライヤー及 び下請 けネ ットワークにお ける労働条件 にまで広がっている。

特 に労働条件 に関 してのEUの 事例研 究の主な成果 は次のような点 を強調 している。

一 リス トラの社会 的マネジメ ン トの成功例は
,多 様 な内部及び外部の関係者の関与が,早 期

にまた広い範囲で行われて きた ことを示 している。

一 労働条件や雇用 に関 しては
,管 理職の個人的なコ ミッ トメ ン トが重要 な要素であ り,そ れ

は,株 主か らどれだけ実際上の社会 的事項の管理 について委託 されてい るか,ま た どれだけ自主

的に行動 できるか という程度に関わっている。

すなわち,EUの 基本的認識はマルチ ・ステークホールダー ・アプローチ をふまえた上での経

営者の リー ダーシップが,労 働条件向上 と競争力強化の鍵であることを示 している。

3.3ビ ジネスと地域コ ミュニテ ィーの関わ り

ビジネスが地域 コミュニテ ィーに関与す る合理1生については,前 述のEUの 調査研究で種 々指

摘 され てい る!3)。第一 は 「影響 力 の大 きさに対す る 自覚 」で あ る。「比較 的小 さな コ ミュニ

ティーにおいて,比 較的大 きな企業」 とい うケースは多 く見 られるもので,企 業が創 出する雇用,

商品,サ ー ビスの影響力は無視す ることがで きない くらい大 きい場合が多い。

第二の理由 として,「 希少性 に対す る補償」 というものがある。 これは地域 コミュニティー内

の希少性 のある資源やイ ンフラのア クセス に,ビ ジネス と地域 コミュニティーの居住者の間に

ギ ャップが存在する場合,こ れを埋 める必要性が ビジネスに求め られるという点である。

例 えば,イ ン ドのコカコーラが,立 地す る地域 コミュニティーで大量の水 をボ トリングで使用

す る場合,安 全 で上質の水 を独 占す る可能性が あ る。 このため コカ コー ラは,地 域 コ ミュニ

テ ィ0と の問で,使 用 した水 の相当分 を地域 コミュニテ ィー内に戻す よう努力す るとい う同意を

11)福 島 清 彦(2007),『 持 続 可 能 な 経 済 発 展 一 ヨ ー ロ ッ パ か ら の 発 想 一 』,税 務 経 理 協 会 。

12)EuropeanFoundationfortheImprovementofLivingandWorkingConditions(2003),Towardsa

sustainablecorporateresponsibility,Dublin.EUの 見 解 の 大 部 分 は こ の 文 献 に よ っ た 。

13)Ibid.p.36.
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した とのことである。 また,2007年7月 の新潟中越沖地震の折,震 災地域 の有力 自動車部品工場

が稼動 しな くな り,全 国の自動車 メーカーの生産ライ ンに影響 を与 え始めた時,地 元行政当局は

打撃 を受けた水道提供 をその企業 に優先 した とい う報道があった。 このこと自体妥当性が議論す

べ きことであるが,事 実 として認識するならば,地 域 の希少 インフラを優先利用 した ことにな り,

この企業 は今後地域 コミュニティーへの貢献が特に求め られることになる。

他の理 由として,地 域 コミュニティーにおいて善意 を示す ことにより,イ メージの向上 を得 る

ことはビジネス として実施価値 のあることである。また,地 域 コミュニテ ィーへの関与は,企 業

文化 の浸透 に役立ち,従 業員の人間関係技能 を高め,職 場 を魅力的な ものにすることがで きる。

さらに,地 域市場 において,新 しい商 品やサー ビスの開発や試行 にも役立つ。

具体 的実施事例 としては,従 業員ボランティア制度は欧米で広 く普及 している。これは伝統的

には米国で広 く見 られる地域 コ ミュニティーにおける企業の関わ りであるが,近 年では,欧 州全

体 また大企業 に限 らず中小企業 レベルにおいて も広 く散見で きる慣行 となっている。

この ようなビジネスに よる地域 コミュニティーへ の貢献 を実行することにより,企 業 は内的及

び外 的な利益 を得 る事がで きる。内的利益 としては,従 業員のモチベーシ ョンの向上,技 能の開

発,企 業文化の浸透があげ られる。 また外 的利益 としては,地 域 コ ミュニテ ィーの生活条件が向

上すればr企 業 は地域 コミュニティー内で 「操業す るライセ ンス」(liCensetooperate)を そ昇た

と同様 の効果を得ることになる。また,地 域 コミュニテ ィー内の人的資源が向上す ることにより,

質の良い従業員の採用活動がで きる とい うメリットも生 じる。

4.労 働 ・生活条件 向上 と生 産性 ・競 争力向上

持続可能な企業 は持続可能 な開発 という条件の下で,生 産性 と競争力の強化が必要 となる。一

つの命題は,労 働条件 の向上 とそれらを どう両立 しうるか という点である。確かに,グ ローバル

化が進む中で,多 国籍企業な どの競争力の高い企業がず ば抜けた労働条件 を有 していることは実

証的 に知 られてい るところで ある14)。もう一つの命題 は,企 業戦略 を策定するにあたって,地

域 コミュニテ ィー を視野に入れてどのように展 開 してゆ くのか とい う論点である。 ビジネスを可

能にす る外部環境な しに,企 業 の発展 は見込めないからである。 ここで は,こ れ らの命題を考え

たい。

生産性は企業の競争力 を決める重要な要素である。 とりわけ,労 働生産性 は,企 業の比較優位

を決定す る重要な源泉であ り,人 によって担 われる企業 内治動の中で最 も重要な要素である。人

的資源管理において,企 業戦略 と労働生産性の向上 をいかに結びつ けるかが大 きな課題 といって

よい。労働生産性 は,労 働の投入単位 ごとの産 出量で表わされるので,労 働 コス トの削減 によっ

て労働生産性 の向上が もたらされる。 しか し,本 稿では労働条件の向上を企業戦略に どう位置づ

14}FlanaganRobertJ.(2006),Globalizationandlabourconditions:workingconditionsandworkerrightsin

aglobaleconomy,Oxford,NewYork,OxfordUniversityPress.
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けるのかを命題に しているため,安 易な労働 コス ト削減策 は選択肢か らはずす ことになる。そこ

で一般 に,労 働の質の向上によって労働生産性 をあげ ようとす ると次の3つ の要素があげられよ

う。

1.人 への投資

2.良 好 な労働条件 と生活条件 に基礎 を置いた職場慣行

3.職 場の労働関係,ソ ーシャル ・ダイアローグ

第一は,労 働投入の質 を高め るために,人 的資源開発 を通 じて,労 働生産性 を向上 させ るとい

う方法である。技能開発は人的資本の質向上 に決定的な役割 を果たす。 しか しなが ら訓練におけ

る制限的要素 は,投 資の回収 に時間がかかるということと,投 資を回収する前に離職 して しまう

リスクがあることがまずあげられる。そ して身につけた技能が市場の需要 と一致 していないか,

職場 において十分に活用 されない可能性が存在す ることである。

上記のような制限的要素か ら,人 的資源開発 には長期 の関わ りと経営側の長期の視点が必要 と

なる。そのため には職場訓練 をいか に充実 させ るかが鍵 となる。職場訓練は,コ ス トが節約で き

る と同時 に,市 場の動 向につながった訓練 や,実 際の職場で活用 されている技能訓練が しやすい。

図2は 職場訓練が長期雇用 を前提 として企業 に根づ くための良循環の構築 を図示 した ものである。

職場 での技能開発のためには従業員の技能開発に対 するモチベーシ ョンと,そ のための職場や仕

事へ のコミッ トメン トの循環的連関が必要であることを示 している。それを可能 にす るには,労

働条件の向上 と労使の相互信頼が基盤 になっていることが前提 となる。

図2職 場訓練における良循環の構築

労働条件の向上

コミツトメ～訟_。 ン

総灘認
労使の相互信馴

さらに,訓 練の効果を考 えると同一企業内だけではな く,企 業の外部環境の人的資源の状況 を

考慮 しなければならない。人的資源開発 には,企 業のみでなく他 のステークホールダーが存在す

る。それは人的資源開発の対象 となる労働者 と,そ の家族 を含む近隣住民が居住す る地域 コミュ

ニティー及 び政府が主 なものである。人的資源開発 には,基 礎教育や健康 と安全 の状況,訓 練 ・

教育施設な どのイ ンフラの状況な どが大 きく影響 を与 え,一 企業の努力だけで対処で きるもので

はない。 しか しr企 業 もその一翼 を担い,そ の影響 の輪が地域 コミュニテ ィーにまで広が りつつ
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ある。

企業 は地域 コミュニテ ィー とのつなが りのみならず,他 企業 との連携 を強化す ることも戦略 と

して浮かび上が っている。M.ポ ー ターが競争力 を強化 するために産業集積(ク ラス ター)を 提

唱 していることは,そ の良い例であろ う。南 アジアではこの産業クラスターが大 きな発展 を見せ,

人的資源開発 を産業 クラス ター内で集団的に行 っている。 このクラス ター戦略の理論的根拠は,

クラス ター形成 による相互信頼の形成 と,情 報共有,ネ ッ トワーク形成 の利点にある。 また,バ

リューチェー ンやサ プライチェー ンを通 じての技能訓練 も,他 企業 との連携の事例 である。 この

ように,企 業 の人的資源開発 は,外 部環境 に大 きく影響 を受ける傾 向が強まっている と言 えよう。

第二 に,先 進 的な職場慣行 も,労 働生産性 を高める有力 な方策 となる。ILOで は,生 産性向上

につながる労働環境 と組織要因を次の ように要約 している15)。

デ ィーセン トな生活水準 と経済的安定

従業員を大事 にするリーダーシップ

安全で健康的な職場環境

労使の相互信頼

意思決定への参加

イニシアティブ と創造性への励行

全ての レベルでの支援 的監督

技能 を活用 し開発す る機会

ワーク ・ライフ ・バ ランス

EUの 事例研究16)で も,同 様 に生産性 を上げる要素 を強調 している。

仕事と家族の生活を両立できるような良い労働条件を持つ高い労働の質

労働者に仕事の自律性と責任を与えるような職務組織の形態

肉体的にきつい仕事を軽減するような作業方式や職場設備の改善

業務上の災害を防ぐ創造的解決

病欠を減らすこと

これ らの先進的職場慣行 に関する考察 を見てゆ くと,人 的資源管理にお ける一定の共通認識が

見 えて くる。それは,労 働者の可能性 に対す る尊重 についての認識 と,労 働者 を従属的対場か ら

より独立 し自律 した立場への解放 とい う点 にある。労働者 を対等の存在 とみな し,経 営 とのパ ー

トナーシ ップを展 開することで,相 乗効果 をもたらし相互 に利益 を生む結果 となる。図3は,ど

15)ILO(2007),op.cit.,p.153.

16)EuropeanAgencyforSafetyandHealthatWork(2004),`Qualityoftheworkingenvironmentand

productivity',WorkingPaper.
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図3職 場 慣行の新 しい方向性
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のように してこれ らの要素 をもった新 しい職場慣行が,労 働者のモチベーシ ョンとコ ミッ トメ ン

トを向上 させ,生 産性 向上へ とつながるのかを説明する ものである。

第三 に,効 果的なコ ミュニケーシ ョンをふ まえた労使関係 もまた生産性向上に決定的な要素 と

なる。 この要素 は第二の職場慣行に も関連す るが,別 個に強調す る価値がある。ILOの 事例研 究

では,コ ス トをかけず,生 産性向上に成功 した企業は,協 力的な作業編成のような職務の質の向

上に大 きく関連があると指摘 している17)。また,協 力的な労使関係 は生産性向上 に大 きく関わっ

てお り,低 い離職率 とともに,販 売の促進 と顧客満足そ して売上の増加 につなが っている との事

例研究 もある18)。

積極的な従業員参加 によるイノベーシ ョンが,企 業の競争力 を高める源泉 とな りうる。 また,

集団的労使 関係 による団体交渉 と労使 間の ソーシャル ・ダイアローグは,公 正 な分配に寄与 し,

それが生産性向上 につ ながる。 ここで も,パ ー トナーシップによる共生の利益 を創造で きる。

5.先 進的職場慣行の一例 フレキシブル労働時間

フレキシブルな労働時間編成 に関 しては,労 働条件 に関連するテーマの中で も多 くの研究成果

や調査結果が存在する。本稿 では,地 域 コミュニテ ィー との関連で,企 業 にとって フレキシブル

労働時間編成が どのような意味 を持つかい くつかの事例研究か ら考察 したい。

Flanaganの 事例研究19)で は,フ レキ シブル労働時間編成が全 ての企業の生産性 を上 げるわけ

ではないが,か な りの企業 において生産性の向上に貢献す ることが可能であることを示 している。

以下 にあげるような成功 のための条件 を満たす ことが重要であると結論づ けてい る。

17)VandenbergPaul(2004),`Productivity,decentemploymentandpoverty:Conceptualandpracticalissues

relatedtosmallenterprises',SEEDworkingpaperNo.67.,ILO.

18)KaplanR.S.&NortonD.P.(2001),Thestrategyfocusedorganization,HarvardBusinessSchoolPress,

Boston.

19)Flanagan,op.cit.
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まず第一の条件は,ワ ーク ・ライフ ・バ ランスを高め るためのフレキシブル労働時間や長時間

労働 の削減が どれほ ど大 きなプラス効果 を従業員の態度 とモラール(勤 労意欲)に 及ぼす ことが

で きるかである。 これ らの取 り組み は明 らか に欠勤率(absenteeism)と 離職率 を下げる効果が

ある。 これに反 して,残 業や,夜 勤 ・休 日出勤 シフ トワークな どの通常でないフレキシブルな

労働 時間編成はマイナスの効果 をもた らす。

フレキシブル労働時間の成功の第二の条件 は,労 働者の意志や選択が尊重 されているか どうか

である と指摘 されている。選択労働時間制は,こ の観点か ら良い効果 を持つ ものであると判断で

きる。この制度は,従 業員に人生 の過程 を通 じてのニーズ に応 じて,ま さにワーク ・ライフ ・バ

ランスを選択で きるのであ る。 これには,内 部的な柔軟性 と作業組織 にお ける適応 を通 じた効率

性 が発揮 され ることになる。 この ような制度 は,今 後 ます ます増加が予想 されるワー ク ・ライ

フ ・バ ランスを求める公共や民 間か らの圧力に対応 し,社 会経済的,人 口学的,あ るいは文化的

変化 によって,支 持 をされてゆ くことは間違いない。

ただ,企 業 はあ くまで も人的資源管理上の観点か らワーク ・ライフ ・バ ランスに基づ くフレキ

シブルな労働 時間編成 を組 むであろうが,そ のことと実際の労働者の家族 的責任 を果たすための

ニーズ と必ず しも一致 しない ことに留意すべ きである とFlagananは 指摘 している。

OECDの 事例研究20)で は,企 業が フレキシブルな労働 時間編成 を導入す るか否かについては,

導入にあたってのプラスの側面 とマイナスの側面を考慮 し,プ ラスの側面が大 きく上回るか どう

かが鍵であると論 じてい る。 まず プラスの側面 としては次の点が指摘 されている。

一 従業員の離職率 を低下 させることがで きる。それによって,熟 練労働者の引止めの利益,採

用 に関す る時間とコス トの節約 代替要員の研修 と訓練 の節約 などがで きる。離職のコス ト

は労働 コス トのかな りの部分を占める。

一 仕事 と生活の両立のか ら生 じるス トレス を軽減す ることがで きる。 この ようなス トレスは単

に時間的制約か らのみ生 じるのではな く,仕 事 の強化 に伴 う余分 な感情的な負担か ら生 じる。

一 よ り良い採用が可能 となること。広 い従業員候補が導入企業に魅力 を感 じることか ら,よ り

技能が高 くコス トもかか らないように採用活動がで きる。

従業員層において,興 味,経 験で多様化が進む。

従業員の配置において,柔 軟性が確保で きること。

従業員像が,よ り顧客 に近 くな り,ニ ーズの把握 しやす くなる。

企業のイメージアップにつ なが り,販 売が促進 されること。

「倫理的投資」の広が りによる自社への投資の増大。

コス トを伴 うマイナスの側面

20)Evans,J.M.(2001),Thefirm'scontributiontothereconciliationbetweenworkandfamilylife ,Labour

marketandsocialpolicyoccasionalpapersNo.48,Paris,OECD.
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直接的 なコス トの増加。企業で働 く人の数が増加するための職場のスペースの増加,デ イケ

アセ ンター,再 雇用 にあたっての再訓練 コースの設置,家 庭で仕事 をす る際の追加的設備 の

様なコス ト増大。

管理 コス トの増加。例 えば,従 業員が労働時間を短縮 した際 それを持続的 にカバーするた

めのアレンジ,一 時的不在か ら生 じる中断への対処r恩 恵 を受けない人たちのや る気 を失わ

せることなどがあげ られる。

事務 コス トの増加。施策 の形成 と実施 コス ト。制度 の利益,ど の ように申請す るか,を 従業

員 に知 らせるコス ト。だれが受益 の権利 を得 るかを決定する コス ト。年金の権利,有 給休暇

残業代,健 康 と安全 に関する事項 を取 り扱 うコス ト。

BloomとVanReenen21)は,ワ ー ク ・ライ フ ・バ ラ ンス の職場 慣行 の プ ラス の側 面 を多 数の事

例研 究で 実 証 した。 この研 究 は米 国,フ ラ ンス,ド イ ッ,英 国の732社 の 中小 企 業 を対 象 と した

もの で,ワ ー ク ・ライ フ ・バ ラ ンス の職場 慣 行 の導入 が労 働 者 の労働 条件 と生活 条件 を向上 させ,

なおか つ生 産性 を上 げ る傾 向 が あ った こ とを指摘 した。

これ らの研究成果を全世界的な包括的調査によ り裏付 ける内容 となっているのが,2007年 に出

版 されたILOの 研究成果22)である。 これは,先 進 国お よび発展途上国の双方 において,フ レキ

シブルな労働時間編成が,時 間あるいは単位あた り生産性 を高 めることを示唆 している。ただ,

発展途上国については,通 常労働時間の削減,労 働時間法制の制定 労働時間の正規化 と関連法

令の実施が前提 となることを強調 している。

ここでは,持 続可能な企業が持つべ きディーセ ン トな労働時 間の要件 について,次 の ように要

約 的にまとめ強調 している。

健康的で安全 であること。

ファミリー ・フレン ドリーであ ること。

ジェンダ0に おける平等 を促進する ものであること。

生産性 を上げるものであること。

労働時間について労働者 の選択 と影響力を容易 にする ものであること。

これ らの要素は,本 稿で論 じて きた生活条件 と労働 条件の相互作用,す なわち,生 活者 として

の労働者の尊重 と,労 働者 自らが労働条件 を自律的 に選択で きるとい う新 しい職場慣行 を通 じて,

生産性が高い持続可能な企業 を実現する とい う方向性に一致す るものである。そ して,こ の よう

21)BloomNandVanReenenJ。(2006),Managementpractices,work-lifebalance,andproductivめ'aアeview

ofsomerecentevidence,Oxfordreviewofeconomicpolicy.Oxford:OxfordUniversityPress.Vol.22,no.4.

22)Lee,S.,McCannD.andMessengerJ.C,(2007),〃b7ん 加97「 伽 θ.groundthe陥07♂(ゐ ア噛rends勿 初7々 初9

hours,lawsandpoliciesinaglobalcomparativeperspective,RoutledgeStudiesintheModernWorld

Economy,Routledge.
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なディ0セ ン トワークを基調 と した持続可能な企業が,ど のように して競争力 を持 ち続 けること

がで きるのか。 この問いは人的資源管理の新 たな課題 を示す ものである。

6.持 続可能な企業と人的資源管理

本稿では,ま ず,グ ローバ ル化 の過程でデ ィーセン トワークを推進することの必要性が高 まっ

ていることを概観 した上で,そ れを実現す るための持続可能な企業の概念 に触れた。 また,企 業

と社会 との共生関係 をつ くる とい うことが喫緊の課題 になっていることを考察 した。それには,

企業内における労働条件 と地域 コミュニティーにおける生活条件の互恵的な関係 をつ くること,

特 に企業側の先進的な労働条件向上 を目指す職場慣行が地域 コミュニテ ィーの生活条件 にプラス

の影響 を与 える とい う側面が強まっていることをみた。

そ して,労 働条件 向上 を持続的 に実現す るためには,企 業の生産性 を高め,競 争力 を高めるこ

とが必須であ り,種hの 研究や事例が,そ の関係構築が可能であることを実証 していることを考

察 して きた。働 く人の生活の質を向上 させ ることで,生 産性 を向上 させ,競 争力 の強化 につなげ

てゆ くような上昇スパ イラルを構築す ることがで きれば,持 続的な企業 を実現す ることがで きる。

それを実現する鍵 は人的資源管理にあ る。 もともと人的資源管理の発展の必要性 は,従 来の人

事労務管理(PersonnelManagement)で は不十分 な環境 の変化 に柔軟 に対応 してゆ くことに

あった23)。特 に,グ ローバ ル化 による変化 の時代 に,整 合性が とれた戦略 を実行す るための柔

軟性 を組織 がそなえることに人的資源管理 の価値があ るととらえられている24)。人的資源管理

の理論的研 究は,組 織 を構成す る人的資源 をどうfit(適 合)さ せ るかに焦点を当てて きた25)。

このfit(適 合)に ついては,内 的fitと 外的fitの 側面があ る。内的fitは 人的資源を戦略実行の

ために企業内で密接 かつ有機的 につなげるこ と(Alignment)で ある。そ して,外 的fitは,人

的資源慣行 と環境 を適合 させ ることである。持続的発展が求め られる環境下で どのような環境適

合を行って競争優位 を持 ってゆ くのかは,人 的資源管理の新 しい課題 として問われてい るといっ

て良いであろう。

資源ベース理論(Resourcebasedtheory)は,企 業内部 にある資源に競争優位 の源泉がある

とする。そ して,こ の競争優位が持続的になるためには,他 では,代 替不能で模倣がで きない資

源 をいかに惹 きつけ,蓄 積 し,引 き止めるかにかかっていると考 え,長 期雇用を前提 とした人的

資源のス トックこそが持続的競争優位の源泉になると考えている26)。

23)GuestD.(2007),"HumanResourceManagementandPerformance:AReviewandResearchAgenda",

InternationalJournalofHumanResourceManagement,8,pp.263-276.

24)NorvicevicM.M.&HarveyM.(2001),"TheChangingRoleoftheCorporateHRFunctioninG!obal

OrganizationoftheTwentyfirstCentury",InternationalJournalofHumanResourceManagement,12,

pp.1251-1268.

25)AndersonN.&HarvermansL.(2007},FundamentalsofHRM,Vol.1,SAGELibraryinBusinessand

Management,p.xxiii.
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もちろん活用 で きる人的資源 の蓄積 を可能にす るため には人的資源へ の投 資が必要である。

2007年ILO総 会報告書 「持続可能 な企業」で も,競 争優位の源泉 は人的資源 にあ り,グ ローバ

リゼーシ ョンが広がった世界 にあっては,そ れを持続可能に してゆ くために人へ の投 資を充実 し

てゆ くことが必要 だと強調 している27)。

人への評価 と投資によ り,モ チベーシ ョンや コミッ トメ ン ト,モ ラールを向上 させ,生 産性 と

競争力 を高める とい うことが,人 的資源管理 アプローチの特徴 であ る。特に,コ ミッ トメ ン トは,

従業員が広い責任 を担い,従 業員か らの貢献 を引 き出 し,仕 事への満足 を導 き出す ことができ,

多大 な成果 を導 き出す と認識 されて きている28)。

これまで別個 に論 じて きた持続可能な企業 における人的資源管理の外的適合(fit)と 内的適合

の有機的連関 について,Brammerら によ り 「企業の社会的責任の組織的 コミッ トメン トへの貢

献」 と題 される論文(2007年10月)が 興味深い29)。従来,CSR(企 業の社会 的責任)の 研究は,

企業の外部のステークホール ダーとの関係や外部環境 との関係 に焦点が当て られて きた。これ ら

は外 的CSRと 呼 ばれ,フ ィランソロピーや,地 域 コ ミュニティーへの貢献 物 的環境 との相互

作用や,消 費者 など他のステークホールダー との倫理的対処,エ ンゲージメン トを意味 している。

Brammerら は,こ のような外 的CSRと,従 業員 な どの内部のステー クホールダーに対 しての内

的CSRが,従 業員 の仕事 に対す る態度 に どの ような影響 をあたえるか という研 究はほとん どさ

れてこなかった と し,こ の論文が特 に外 的CSRへ の従業員の認識 と組織 コ ミッ トメン トの関係

についての最初の研究である と位置づけている。

これは,本 稿 で論 じて きた人的資源の内的適合 と外 的適合 と考え られる労働条件 と生活条件の

連関について,新 しい研究の方向性 を示唆す るものである。 この論文は3つ の仮説 を立て,そ れ

を検証する。 まず,組 織の外部評価が高 ければ その組織 に一層誇 りを感 じ,組 織 コミットメン

トを高める とい う社会的 アイデ ンティティー理論 を援用 した仮説を立て,ア ンケー ト調査 を回帰

分析 してそれを実証 しようとす る(仮 説1)。 併せて従業員 の内的CSRへ の認識 と組織 コミッ ト

メン トの関係につ いて も仮説の検証 を行 ってい る(仮 説2と3)。 この研究 は,金 融商品の営業

所の労働者か らの1万 を超 える回答か ら,比 較可能な4712の 回答 を選び出 し分析 した ものである。

仮説 は次の3つ であった。

仮説1:従 業員 の外 的CSRの 認識 と組織への コミッ トメ ン トには,正 の相関関係がある。

26)WriteP.M.,McMahanG.C.andMcWilliamsA.{1994),"HumanResourcesandSustainedCompetitive

Advantage:aresource-basedperspective",InternationalJournalofHu〃aanResourceル7anage〃tent,5-2,

pp.301-326.

27)ILO,op.cit.,p.160.

28)WaltonR.E.(1985),"FromControltoCommitmentintheWorkplace",HayvaydBusinessReview,63,

pp.76-84.

29)BrammerS.,MillingtonA.andRaytonB.(2007),"TheContributionofcorporatesocialresponsibilityto

organizationalcommitment",Internationalノ ∂urnal(ヅ π π彿 ακRθ εo%766痂 ηαg16祝6繊!8,pp.1701-1719.
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仮説2:組 織運営における正義 と組織へ のコミットメン トには正の相関関係がある。

仮説3:従 業員の訓練への認識 とコミッ トメン トには正 の相 関関係がある。

回帰分析 の結果,全 ての仮説 について,有 意 な相関が認め られた。 また,女 性は男性 よりも相

関が強 く,特 に仮説2に ついて有意 な相 関が強い とい う結果になった。

このことは,外 的CSRお よび内的CSRが,従 業員の コミットメン トを高め,ひ いては生産性,

競争力 を高めることにつなが ることを実証 している。 また,ワ ーク ・ライフ ・バ ランスに配慮 し

た労働条件や,評 価や昇進 などの性差別 をな くす労働条件の設定が,女 性の コミッ トメン トを高

め,生 産性を高める効果的な方策であることを示 している。

この研究が示唆するように,持 続可能な発展 とい う社会的環境 に,ど の ように企業が適合 し,

人的資源 をベースに生産性 向上 と競争力向上 につなげてゆ くか とい う新たな課題設定が理解で き

る。企業における人は,内 部のステークホール ダーであ り,外 部のステークホールダーで もある。

この2つ の側面 をいかに有機 的につなげてゆ くのか。具体的には,企 業が立脚する地域 コミュニ

テ ィーにおける生活条件 と,企 業 の労働条件の問に有機的連関 を形成 し,そ の関係 を上昇スパイ

ラルとして連動 させてゆ くことで,人 的資源 の有効活用 をはか り,生 産性 と競争力 を向上 させ る。

そのような持続可能 な企業のモデルへの探求が強 く望 まれている30)。

30)こ の方 向性 は,マ イケル ・ポー ター らが最 近提 唱 している 「企業 と社会 の一体 化」 にもみ られ る。マイケ

ル ・ポ ー タ ー,マ ー クR.ク ラ イマ ー 「競 争優 位 のCSR戦 略 」 『DIAMONDハ ー バ ー ド ・ビジ ネス ・レ

ビュー』2008年1月 号pp.36-52,


